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経済論叢(京 都大学)第160巻 第5・6弓.,1997年11・12月

チーム生産 と日本企業 の システ ム章

崔 康 植

1は じ め に

198⑪年 代以 降,情 報 の経済学,契 約理 論,ゲ ーム理論 の発展 に伴い ,日 本の

経 済システムが独 自の経済合理性 を持 っている ことが 明らか にされて きた。特

に近 年で は,あ る経済 シス テムの様々な側面 を同時 に考察す る 「制 度的補完

性」が注 目を集めてい る。 この制度 的補完性 とは,一 方の制度の存在 が他方 の

制度の存在の システム全体 に もたらす価値 を高め る,と い う関係 として定式化

され る。

本稿では,制 度 的補完性 の見地か ら,日 本企 業のチーム生産が い.かに安定的

な均衡状態 として機能 してい るか とい うことを諸文献 のサ ーベイを通 じて明 ら

かにす る。 この際 すで に日本企 業の特徴 と考 え られ てい る長期的雇用関係 と

遅 い昇進 システムを基本的 に所与 として,日 本企業 のチ ーム生産制度の特徴を

考慮 してい くことにす る㌔ 第2節 で は,イ ンセ ンチ ィヴの理論 の見 地か ら,

チー ム生産 に関す る標準 的な複数 エイジェ ン トの理論を概説す る。第3節 では,

標準 的なエー ジェンシーの理論で は取 り扱 って こなか った形態 として共謀 ・結

託 とい う問題 を考 え,そ の ことが 日本企業 とどのよ うな関わ りを持つ かにつ い

て考察 を加 える。第4節 で は,日 本企業が情報処理能力 をいかに活用 してチー

ム生産 を維持 して きたか,そ の理論的根拠 を提 供する。 第5節 で は,以 上 の分

析か ら得 られ るイ ンセ ンチ ィヴや情報 処理能力の含意 を,制 度的補完性 によ り,

*こ の論文の作成に当たり,小 佐野広教授から有益なコメントをいただいた。記して感謝する、
1)日 本企業の長期的雇用関係と遅い昇進システムについてのサーベイはitoh〔1994b〕 を参考さ

れたい。
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どの ような形で説 明で きるか を明 らか にす る。最後の節は,結 論 にあてる。

11イ ンセ ンチ ィヴの観点か らのチーム生産理論 の展 開

この節 の目的は,企 業 組織が チーム生産制度 をインセ ンチ ィヴ ・システム と.

していか に活用で きるか,そ の理論 的な根拠 を提供す る。そのため,生 産プロ

セ スで 中間工程 と製品製造過程 とい う二つ の工程が存在す ると仮定す る。考え

られ るシステムと して,各 従業員 が各生産工程 に責任 を持つ流れ作業 と,各 従

業員が二つ の生産工程 に共同責任 を とるチーム生産 シ.ステムを比較す る。

流 れ作業 におい て,中 間工程 にお ける従業 員の製 品製造過程への努力水 準が

増加す る と,シ ステム全体 の効率性 が高まる可能性が ある。 しか しなが ら,製

品製造過程へ の努力水準の立証が困難 であるな らば,中 間工程 における従業員

は製品製造過程 に対 して最低限の努力水準 しか行わ ない。 これ に対 して,チ ー

ム生産では製品に対す る品 質改善の努力がチーム構成員 の投資水準 となるため,

高 い努力水準 を維持で きる。す なわ ち,チ ー ム生産に属す る従業員 の努力 は,

各 々の生産工程 の コス トと関わ ってい るので,高 い努力 を払 うイ ンセ ンチ ィヴ

が存在 す る。それによって,生 産の技術革新の速い産業で は,生 産プロセスを

改善す るインセ ンチ ィヴが存在 し,チ ー ムアプローチが選好 され る ことになる

〔Hemmer,1995〕 。 た だ し,チ ーム生産 におけ る企業組 織 には,各 従 業員が よ

り高い生産量のための努力 をせず,他 の従業員の努力 にただ乗 りしょうとす る

問題があ る。 これに関連す るこれ まで の研 究 は,一 方の従 業員の職務状態が良

い時 には,他 の従 業員の職務状態が悪い よ りも良い可能性 が高い,と い う形で

不完 全な相 関関係 が ある ならば,ど の よ うな メカニズ ム ・デザイ ンを使 って

ナ ッ.シュ均衡が達成されるのか につ いて焦点 を当 てて きた。つ ま り,一 方 の従

業員 の報告 を他の従業員の報告によ って比較 し,そ れ によって情 報 を引 き出 し

secondbestを 達 成するこ とが で きるメカニズムにつ いて研究が なされ てきた。

紙面制約 のた め,そ の ような文献 の説 明は省略す る2,。
,月 ～….

..

㍉.
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III共 謀 ・結託 の見地 か ら見 た日本企 業

標準 的なエー ジェンシー理論で は,情 報処理能力 とコ ミュニケーシ ョンが コ

ス トの発生を伴 わず達成で きるよ うな完全合理的エー ジェン トを考 えている。

また取 引過程 において,状 況 に応 じて変更で きる契約 を事前 に設定で きる包括

的契約 を想定 している。 こう した契約 については,い ったん契約が締結 されれ

ば情報 の変化や従業員 間のコ ミュニケー シ ョン等 はいっさい変更で きない メカ

ニズム ・デザ インにな ってい る,と い う点が批 判 されて きた 〔Tirole,1988〕 。

この節で は共謀 ・結託の見地か ら,日 本企業 に与 えるイ ンプ リケー シ ョンを吟

味す る。

1.共 謀における権限委譲

組織 内でのすべ ての共謀 を阻止す ることが,理 想の形であるか どうか とい う

と必 ず しもそ うで はない。 なぜ ならば,上 司 ・部下の共謀 行動 を事前 にすべ て

防止 するために,す べ ての組織構成員に共謀防止 の制約条件 を課す のは到底無

理 な ことだか らであ る。 したが って,共 謀 ・結託 の枠組み の中で従業員 同士が

裏取引 を結んで何 らかの形で リス ク ・シ ェア リングす るのが,企 業組織 自体 に

とって も望 ま しい場合が あ るか どうか を分析 した ものがい くつ か存在 す る。

Itoh〔1992]は 従 業員間での相 互のモニ タリングが可能な場合において ,従 業.

員 が努力 レベルを選ぶ前に,彼 らの間で水平 的な共謀 ・結託問題が生 じるケー

.ス について分析 した。彼 の研究 によれ ば,二 つの職務 間に関連 が少 ないケース

では従業員間の相 対業績評価 の方法 をとるよ りも,各 従業員の責任 を重複 させ

ることによ り従業員 同士が協力で きるようなインセ ンチィヴ評価 方法を提示 し

た方(inducedcooperation)カ ミ望 ましい ことが示 され る。生産性が高 い リスク

回避 的な従業員 は,他 の従業員 と区別 されたいので,よ り相対業績評価 を好む。

2)こ れ らに 関連 す るmoralhazard,advelsesckctめn,signalingの 詳 細 な 説 明 に はMacho-Stadkr

andPe■ez・Castri[lo〔199ア1ま たltSatan..〔1997〕 を 参.考 さ れ た い ユ
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しか しその場合,生 産性 が低 い従業員 にはインセンチィヴを提供 しに くくなる。

従 って,協 力す るような評価方式 を取 り入れ ることによって,生 産性が高 い従

業員 には生産性が低 い従 業員 を助 けよ うとす るイ ンセ ンチ ィヴが生 じる。 また,

も し従業員 間が十分 同質性 を持つ ならば(努 力 コス トと危 険回避度が十分 同 じ

で あれ ば),従 業員 同十が 共謀 ・結 託契約 を結 んだ として も,協 力活動 は彼 ら

に 任 せ た 方 が 企 業 に とっ て 有 利 で あ る こ と が 示 さ れ る(delegated

cooperation>帥 。 これ は,チ ー ム構 成員が共 同で作業 に従事 す ることによって,.

チ ーム内での従業員の互いの業績観察が容易 にな り,そ の結.果,従 業員 の職務

遂行状況が互い に観察可能になる。 この状況 において一部の従 業員の非協力 的

な行動 は,チ ーム内で集団的 な処罰 を受 けることにな る%そ の結果,企 業 は

共謀防止の コス トをチー ム構 成員に直接 に負担 させ ることがで きる。そ して協

力活動 を従業員 に任 せ,彼 らの行動 を 自ら調整す るように した方が よい ことが

示 され る。 この分析 の重要な概念 は,努 力 レベルの補完性 にあ る。すなおち,

一 人 の従業員が二つの職務を とる時に
,あ る職務 の努力 レベ ルを増やす と,別

の職務 の追加的費用が減少す るのである。 日本 の企業 は,ア メ リカの企 業 と比

べ,相 対的 に従業員の一人一人の職務責任や権 限委譲が はっき りせず,複 数の

従業員 によるチー ム生産での協 力を促進す る傾 向が ある といわれてい る。さ ら

に,日 本企業の意思決定 は下か ら上に上が る形態 を とってお り,下 位組織への

権 限委譲 と曖昧 な職務区分が相互依存 的にな り,効 率的 なシステムと して機 能

してい るといわれてい る。 ここでの曖昧な職務 区分 は,各 従業員 の責任を重複

させ ることによってチー ム生産における従 業員間のただ乗 りのイ ンセ ンチ ィヴ

を減 らす とい う形で 効率 的な シス テ ムの形成 に貢 献 して い る 〔ltoh,19921

3)通 常の共謀の分析では,エ ージェント間の金銭的な要素を考慮してい哉 一方,非 金銭的な要

素の共謀問題として,TlrDle〔1988〕が指摘しているように,職 場の人間関係からの助け合い.

権限の配分による私的利潤追求などがある.ま た,K【}`m3皿andLawarree〔1996〕.は外部の報

告者を利用するという威嚇の下で.部 下の生産性について報告内容を内部上司に任せるこヒがで

きることを示した。そして,す べての共謀を防止するためにはコストが膨大になることから,共

謀の許容範囲を考えている.

4)社 会学ではグールプ内での非公式的な慣習によって従業員の行動が制約されている研究が強調

されている。経済学における最近のそのような行動分析にはTirol,〔1996〕を参考されたい。
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Proposition1〕 。企業 内での権限委譲 とい う概 念 と共謀の防止 とい う視 点か ら

得 られる含意 は,次 め ように要約 され る。生 産性 が高 い従業員 は上司 との共謀

によ り自分の努力 レベ ルを少な くす ることによって,レ ソ トを獲得で きる。 こ

のプロセスで,部 下か ら上 司への共謀 のオフ ァー は,自 分 自身の生産性 が高い

とい うシグナ ルを送る ことと同 じで ある。そ の際,企 業は生産性 が高 い従業員

か ら共謀の オファーが あったか どうか を上司 に報告 させ る。上 司 と部下 の間の

非対 称情報構 造が あって も,こ のメ ッセージに基づ いて嘘の報告 と真 の報告 に.

対 す る罰 金 ・ボーナス形態 を用い ると,.企 業は費用 をか ける ことな く共謀 を防

止で きる 〔Felli,1993〕。 同様 に従業 員の賃 金決定 につ い て,企 業 は上 司にそ

の権 限を委譲 して も,上 記の プロセ ス.をた どると共謀 を防げるこ とになる。 こ

れは,上 司が 自由裁量的な権 限 を持つ ことによって,部 下 は.ヒ司の決定 に従わ

ざるをえない ことを意味す る。

一方
,も し職務間で完 全代替性が あ り,各 職務が分離 され,各 職務の生産量

が観察可能(職 務の連続性)で あれば,一 つの職務 を一人の個人で専任 した方

が望 ま しい 〔HolmstromandMilgrom,1991〕 。 なぜ な らば,一 つ の職務 に複

数の個 人が専任す ることは二人以...ヒの 固定費用がかか るか らである。 この分析

は,職 務 の割 当 と責任が明確 に区別 された専門化を重視 するアメ リカの企業組

織 の特徴 を示 してい る。 しか し,二 つの職務間でコス トの代替性が存在 しても,

あ る基準か ら見て十分小 さい値を とるな らば,各 職務 を完全 にそれぞれ の従業

員 に専 門化 させ るよ り,二 つの職務を一人の従業員 に委譲 した方がいい ケース

も考 えられ る 〔ltoh,1994a,1996〕 。 なぜ な らば,従 業員 間の イ ンセ ンチ ィヴ

(例 えば,freeride問 題)問 題 を,彼 らの間の交渉 に任せ た方 が よい場合が考

え られ るか らである。事 実,日 本 の自動車産業 の示す高い効率性は,各 エ ンジ

ニ アが幅広い業務 領域を経験 することによって得 られてい ることが確 認されて

い る 〔Cla■kandFujimoto,1990〕 。 特 に 日本企業 におい ては,従 業員 の入社時

点がほ とん ど同時で あることと,頻 繁 な職務間の異動に より職務 問の関連性 を

認識させる ことによって,権 限委譲が有効 に働 くようにな っている。
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2.コ ミ ットメントの問題と日本企業

イ ンセ ンチ ィヴ観点か らの職務 デザ インと賃 金の設定 の問題 は,明 示的契約

の下で どのよ うに して従業員 の高い努力水準 を引 き出す か とい うことに焦点 を

当てて きた。現 実には,暗 黙 的契約の形で も.この問題を解決 しうる。 このよ う

な現象は,従 業員の未来 の業績 に関 して現在の業績が影響を及ぼす場合や,企

業が従業員の業績に反応 して事後 的に自由裁量 を持つ場合に起 こる。

二期間以上の動学的設 定では,企 業 は従業員 に対す る賃金支払いについて信

頼で きる事前的な コ ミットが不可能で ある限 り,暗 黙的契約が重要な役割 を果

たす。例 えば,2期 間のモデルになる と,契 約期 間が2期]で 終了す ることを

知 っている従業.員は,1期]の 生産量が大 きくなる と2期 目の生産量 の基準 を

高 く設定 しよ うとす る企業側の行動を見込んで,2期 目の期待賃金水準 を維持

す るため1ヒ,1期 目の生産 量をわざ と下 げよ うとす る ラチ ェ ッ ト効果(ratchet

effect)が 存 在す る。 しか し,そ の ラチェ ッ ト効果 を軽減で きるケー スがあ る。

すなわち,従 業員 問の生産量 に関 して正の相関関係が成 り立 ρている状況で,.

従 業員問の能力 の相 関関係が外生変数の相関関係のパ ラメー ターに比 べて相対

的に大 きく変化 すれば(小 さ く変化 すれば〉,従 業 員問の競 争的 な契約 メカニ

ズム(協 力的 な契約 メカニズム)が 望 ま しくなる。そ うな ると,外 部環境 の変

化 によって業績が大 き く変動 す る場合 には,従 業員の能力 ・生産性を優先する

よ りは,協 力 活 動 の 度 合 い に応 じて 賃 金 を 決 め た 方 が よ い こ と に な る

〔Meyer,1995〕 。 これは作業現場 の専 門化 と個 人の能力 を重視す るアメ リカ企

業 と,ミ クロ環境変化 に対 応 しQC活 動 を重視す る 日本企業 の対 照 的な特徴

として解 釈で きるで あろ う.さ らに,1期 間 のモデルで,従 業員 をい くつかの

職務 に振 り当てる場合 には,複 数職務 にお ける環境 変化 に よる賃金 の変動 リス

ク分散 を負担 させざ る得 ない 〔HolmstromandMilgrom,1990〕 。 その結果,,

従 業員一人が一つの仕事 に専念す る代わ りに複数の仕事 を持 たされ ると,更 な

る リスク負担の問題が生 じる。 その一方,動 学モ デルに拡張 され ると,従 業員

のラチェ ッ ト効果が存在す る。 したが って.リ スク負担の問題のみな らず,従
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業 員 の ラチ ェ ット効 果まで考慮 した職務の割 り当て問題 とな る。すなわち,従

業 員 を一 つ の職務 に専 門化 させ るか,あ る いは二 つ 以.ヒの職務 を遂行 させ

generalistに す るか とい う問題 に直 面する。従業員が二つ以上 の職 務 を遂行 す

る場合,チ ーム成果 に基づ く賃金形態 は,チ ー ム成 果の外生 的環境 の変化(分

散 値)を チー ム構成 員 の全 員 に負担 させ るこ とがで きる契 約(low-powered

incentives;例 え ば,チ ームの業 績に基づ いて賃 金が支払わ れる体系 または固

定賃金体系)に す ることが考え られる。一方,従 業員 を専 門化 させ るような場

合,各 個人が各外生的環 境の変化 の リスクをそれぞれ負担す ることになる。 各

個人が各 リスクを負 担す ると,high-poweredincentives(賃 金 の大部分 が.各従

業員の努力.水準 に依存 す る賃金体系)を 組織内 に持 ち込む ことか ら,2期 目以

降 はラチ ェ ット効 果の問題が み り悪化す る。 したが って,長 期 間を考 えたモデ

ルでは,従 業員が二つ以 上の職務 を遂行す ることに よ りラチ ェ ット効果が軽減

され,日 本企業の ように幅広い生産活動 を経験 させ るgeneralistが よ り望 ま し

くなる可能性があ る 〔Meyer,OlsonandTorsvik,1996〕 。 職場の上司が各個人

の業績 が観察 しに くくなる場合 には,そ れゆえ,各 従業員 に二つ以.ヒの職務 を

遂行 させ,ラ チェ ッ ト効果 を軽 減させ るチーム生産制度が望 ま しい場合があ る。

Aoki〔1988〕 は,日 本企業 がチー ム生産 で幅広い職務 をこなす ことによ り,

産 業技術や消費者の需要な どの変化 に敏感 に対応 してい ると論 じてい る。

3.主 観的な評価 としてのチーム生産

現 実の 世.界では,上 司が部下 を評価す る際 に,客 観的評価に依存 するよ り主

観的な情報 に基づ いて評価 し,賃 金 を決め る場合が多い。 このよ うな場合,職

場 内で部..ドは評価 システムの操作に よって賃金決定に影響 を及 ぼそ うとす る余

地が存在す るこ とになる。従 って,主 観的な評価 システムは,必 然 的に企業組

織 におい て様 々な弊害 を もた らす。その一例 として,従 業 員が レソ トを追求す

るよ うな非生産的 な影響活動(influenceactivity)に 努 力 を費やす のが しば し

ば指摘 されてい る 〔MilgromandRlbents,1988〕 。 主観 的評 価 の弊害 を阻止 す
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るた めによ く行われている組織形態 として,ル ールによる官僚主義 システ ムが

ある 〔Tirole,1986,PrendergastandTopel,1996〕 。 しか し,行 き過 ぎた ルール

による官僚主義 は,運 による昇進が多 くな った り,公 平 的な観点 を強調 しす ぎ

て効率性 を犠牲.にす ることになる。 日本の企業 の ように.一 ヒ司 と部下 それぞれ.

を ジ ョブ ・ローテーシ ョンさせ ることによる異な る部署で の監督者 による評価

が,主 観 的評価 の軽減 に役立つか もしれ ない。 なぜな らば,上 司 と部下の関係

が密接で な くなり,共 謀 のためのゴス トも増加す るので,共 謀や影響 行動 を制

限させ る ことがで きるか らであ る5〕。 日本 の作業現 場での査 定基準 の一つ と し

て,Koike〔1994〕 は 「仕事表」 と呼 ばれ る職場従業員 の技能蓄積評価 を取 り

上げている。副職長 による判定 は,偏 った評価 の 可能性 を残す。 この危険 を少

な くするため,副 職長 の主観 に対す る制約 として,各 従業 員の能力 レベ ルを仕

事表 として張 り出 し,す べ ての従業員が客観的 に判断で きるよ うにす る。 この

システムによ って,日 本企業 は偏 った評価の発生す る余地を少な くして公平性

を保 とうと している。

Prendergast〔1993〕.は,企 業が 客観 的評 価 よ り主観 的評価 に傾 くと従業 員

は上司の意見 に順応す るインセ ンチ ィヴを強 く持つ と指摘 してい る。例 えば,

上 司 の観点か ら製品の質 よ り数量が強調 される場 合,従 業員 の間で,製 品ρ質

に関わる問題 を無視 しよ うとす るインセ ンチ ィヴが発生 して しま う。す なわ ち,

従 業 員 は上司のnoisyな シ グナルを受 け取 る可能性が存在 し,そ の上司 の意見

に従 って しま う。 そのため,主 観 的評価 の結果 としてyesmen')が 現 れ る。 さ

らに,従 業員の業績 のみに依存す るイ ンセ ンチ ィヴ契約では,主 観的評価 は一

層yesmenを 増 や す可 能性 が存在す る。 この よ うな場 合,上 司の評価 によ っ

5)し かし,この結論はモデルとして確立されていない。Sac〔1996〕 によると.従 業員のモニタ

リングにかかるコストについて規模の経済性が存在するようなPrincipal・Sμpεrvis【,r.しweagents

組織ぽPrincipal.Supervisor.Agent組織に比べて共謀活動が増加する可能性を指摘している。

6)部 下のインセンチィヴのみならず,上 司などのYesme.行 動をScbarfsteinandStein〔1990〕

は横並び行動(herdbehavior)と 表している、すなわち,値 入のとった行動についての情報を

過度に重視し,自 分の見通しを軽視してしまうことになる。PreロdergastaロdStole〔1996〕は他

人の情報ではなく自分の情報によっても自分の見通しを軽視したり、過重視する傾向の可能性も

証明しているり
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て賃 金増加が行われ るイ ンセ ンチ ィヴ契約を使 うよ り,上 司の意見 を重視す る

集権化 されたlow-poweredincentives(上 司 に意思決定の権利 を与 えなが ら,

長 期 的な視点で業績評価を行 うイ ンセ ンチ ィヴ契約形態)賃 金形態が望 ましい。

従業員 と上司の間の よ り頻繁な インタラクシ ョンは,従 業員が上司の意見だ け

に従 うイ ンセ ンチ ィヴを増加させる傾 向が ある。 それ によって企業内で,他 の

構成員 の意見 に頼 りす ぎる傾 向が 出て しまう。 その一方で,Prendergastは,

彼 の解釈 に従 うと,広 範囲にわたってチーム生産制 を利用す ることによ り,従

業員間の コ ミュニケー シ ョンによる情報 の共有が進んでい くことも事実 だが,

創 造性 ・革新 性が伴 わ ない点 に注意す べ きで あ ると主 張 した。 この こ とは,

Aoki〔1988〕 が 指摘 してい るよ うに,日 本企 業は新た な発明 よ りも,従 来 の

製品の再設計のよ うな ド流 の局面が得意であ るとい う見方 と整合 してい る。 こ

れに関連す る補 完 的な研 究 と してLaffontandMartimort〔1995〕 が,コ ミュ

ニケーシ ョンとしての集権化組織 と分権 化組織 の比較 につ いて論 じてい る。彼

らのモデルによると,分 権化組織 では,賃 金 の決定が.卜司 に委譲 され るとき,

契 約 のオフ ァーの タイ ミングの変化 によっ て組織 の効率性が変化す る.可能性 が

あることを指摘 してい る。彼 らがい うコ ミュニケーシ ョンは,集 権化 組織 では

各従業員が トップ経営者に個 人的な報告がで きない状態で,各 従 業員 の報告 を

その職場 の上司が一括 して報告 する ことを意味す る。一方,分 権 化組織で は各

従業員 と.ト.ップ経 営者 の問の コミュニケーシ ョンが制限されていない.ような形

になる。その ような コ ミュニケーシ ョンの下で,両 組織 の共謀 阻止 のコス ト比

較 を行 ってい る。 その結果,分 権化組織の下では,賃 金設定 を職場 の上司がす

るので,あ る程度 の レソ トを部下 に与えて も上 司に とって レソ トが発生す るな

らば,ト ップ経営者か らの契約設定 に関す る権 限委譲 を受 け入れ ることになる。

その結 果,職 場 の上 司 と部下 との問 の コ ミュニケーシ ョンにおいて何の コス ト

も発 生 しないので あれば,集 権化 組織 では上 司の部下へ の特別 な時偶が発生 し.

た として も分権化組織 に比べて効率性が勝 る。実際 には,ど の従業員がよい業

績 をあげてい るか どうかにかかわ らず集権化組織 においては賃傘水準 は企 業経
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営者が設定するので,非 効率的な従業員に余分の賃金が支払われることになる

とい う形でコス トが発生している。一方,分 権化組織では上司が部下の生産性

を観察 してから契約を受け入れるので,非 効率的な従業員への余分な賃金支払

いが小さくなる。その結果,効 率的な従業員が存在する確率が低ければ,集 権

化組織より分権化組織が優位である。この議論の含意は,日 本企業においては,

上司への権限委譲の割合が高く,従 業員問のコミュニケーションを重視する情

報共有という形で意思決定の分権化がなされているので,イ ンセンチィヴ契約

の視点から見ると,分 権化組織の中で従業員間の共謀防止のコス トが節約され

るという点にある。

IV情 報の側面でのチーム生産理論

企業内での.各従業員の情報の集め方,情 報の共有の仕方について,企 業の経

営者がどのような状況で,い かに組織を編成 して対処すべ きであるかという問

題は企業にとって重要である。企業の形態を決定する情報収集 ・共有について

の問題を考慮 しながら,日 本企業に与えるインプリケーションを考える。

1.従 業員についての情報観察

Jeon〔1996〕 は,二 期 間を通 じてBayesian的 学 習の見地か ら,チ ーム生産

の下でのモ ラル ・ハザー ド問題 を扱い,そ して,い くつか の組織形態 の比較 を

行 っている。二期 間を通 じたチーム生産で,モ ニ タリングコス トをか けて各従

業員を観 察すれば,能 力 の差 を区別 しやす くな る。 これは,日 本企業で は各期

間 ごとに業績 に応 じて条件付 き賃金 を決め るのでな く,長 期 間にわ たって従業

員 に関す る注意深 い能力 観察 を行 う ことに よって,個 人 の経 歴管理(career

concerns)を 行 っている と言わ れている ことと合致 してい る。 日本で は同期入

社の若年の従 業員 間で昇進 の差が な く,勤 続年数が昇 進の重 要な要素 となって

い る。さ らに,組 織形態 の比較 におい ては,「 新入社員,新 入社員」 とい う組

み合わせ(g■ 。uping)よ り.「新入社員,職 務のベテ ラン」 とい う組み合わせで
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一緒 に働 いた方が望 ま しい
。ベ テランの職務 は二期 間にわ た って能力が観察 さ

れて きたので,彼 の能力 の分散値が小 さ くな っているか らである。 この組み合

わせば,さ らに職務 につい ての知識 ・経験 について労働者 間の移転 を しゃす く

し,ベ テ ランの能力観察 について情報が よりわか りやす くなる。ベ テラ ンの能

力に関す る情報 に加 えて,チ ー ム生産量 にかかわ る.新.人社 員の能力 の情報の更

新 に も有用で きる。従 って,新 入社 員はベテ ランの能力 に対 して相対評.価され

るので,自 分 の評判 をよ り良 くす るためによ り一層努力す ることになる。

2.従 業員の情報処理能力

Itoh〔1987〕 は,企 業を取 り巻 くマクロ環境の変化 と従業員に関わ.るミクロ

環境の変化が生じた場合,企 業が投資水準 をいかに調整するかについて論 じた。

彼の議論では,マ クロ環境の分散が十分小 さい値 を持つ非常に安定 した経営環

境のもとでは,企 業経営者は各従業員の情報処理能力を専門化させていた方が

いいと述べている。なぜならば,マ クロ環境の分散値が減少することによって,

従業員のマクロ環境の観察コス トが減少 していくので,企 業 としては従業員を

マクロ環境の観察より.ミ クロ環境の観察に集中させる専門化が望ま しいから

である。マクロ環境の変化がある中間水準に到達すると,マ クロ環境の分散値

が増加 し企業にとってそれを観察するのにかかるコス ト負担が大.きくなるので,

従業員を職場に関連するミクロ環境 とマクロ環境の両方について観察させよう

とした方がいい。その結果,企 業経営者は情報処理の仕事を作業現場に任せて

いく。そのため,企 業は下層組織の従業員をマクロ環境についてのみ専門化さ

せない方がよい。'こ.の結論は,日 本企業の経営者が ミクロの環境変化に対応で

きるように,下 位の従業員に職場の組織設計を委ねる特徴があるといわれてい

ることに合理的根拠を与える。Aoki〔1988〕 は,ミ クロ環境への従業員の調

整能力を局所的水平調整と呼んでいる。このような企業システムの利点は,組

織内で上位の職(管 理機構)を 経由する情報やコミュニケーションの時間を節

約することである。例えば,あ る投資の意思決定のプロセスにおいて,各 職場
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のマネ ジ ャーが観察 した シグナルを提 出す る場 合 を考 え る。 その時,各 マネ

ジ ャーの経 歴効果が 重要視 され る と,自 分の得 た情報 に基 づかず に他 のマ ネ

ジ ャーの意向 に従お うとす るインセ ンチ ィヴが働 き,横 並 び行 動が発 生す るか

もしれ ない。企業は この現象を防 ぐために各 マネジ ャーの意見 を順 番 に述べ さ

せ,マ ネジャー 自身の情報 に基づ く投資計画 を引 き出す ようにす る。投資計 画

の提案 自体が,従 業員の評価 につ なが り,組 織下部 に行 けば行 くほど将 来の昇

進 のイ ンセンチィヴが高 まるようにシステムをデザ イ ンす る場合 を考 える。そ

のような場合 において,経 歴管理 の傾 向が強 い作業現場 にお ける従 業員を考 え

てみる。従 業員の意見 を収 集 し,次 にマ ネジャーの見解 を聞 くよ うなbottom

up的 な 情報収集が組織 に とって有益 になるであ ろう。 これはbottomup的 な

情報収集の形態が強調され る日本企業で,稟 議制度 として知 られてい るものに

対応す る 〔ScharfsteinandStein,1990)。 そ して,マ ク ロ環境 変化の分散値が

十分大 き くて非常 に不安 定な経営環境 の下で は,あ る臨.界点 を過 ぎれば,再 び

企業経営者 は,コ ス ト節 約の見地か らマ クロ環境 を把握す るため に,従 業員 の

専 門化 を必要 とす るようにな る。経営全体 に関わ る環境 の変化が非常 に激 しい

か非常 に安定的 なら.ば,専 門化が重視 され ているアメ リカ企業の方がその よう

な環境 に適応的であ ることにな る。.

職 場 を取 り巻 く環境変化の変数(分 散値)に つい て,ま った く同 じ情報 を従

業 員が観察 して企 業のた めにそ の情報 を利用 してい く場合(undifferentiated

information)と,同 じ環境 で もそれぞれ異 なる分 散値 を観察 して従業員が コ

ミュ ニ ケー シ ョ ン す る こ と に よ り問 題 を解 決 す る 場 合(differentiated

information>と を 区別 した モデ ルをCremer〔1990〕 が 分析 している。彼 の理

論 によると,職 場間の仕事の代 替性が大 きい場合 に,各 作業場の コーデ ィネー

シ ョンの余地が少 な くな るので,同 じ情報 を観察 して利用す る組織形態が望 ま

しくなる。逆 に,二 つの職場の仕事 の間に補完性が あればあ るほ ど,異 な る分

散値 を観察 して も,従 業員が職場 に関わる共通 の情報 に基づいて行動 した方 が

望 ま しい ことになるり。なぜ ならば,共 通 の情報 を観察す ることで,そ の職場



』

チーム生産と日本企業のシステム(537}133

の コーデ ィネー ションが さらに容易 になるか らであ る。 これは関連す る職場 に

従業員を異動 させ,彼 ら同士が職場内で協 力す ると言 われる 日本企業 の特徴 の

合理性 を表 してい る と言 える。一 方,Creme■ 〔1990〕 の情 報構造 シス テムを

使 って,組 織 構造 を5つ に区別 して組織 構造 の進化論 ともい うべ き理論 を発展

させた ものにAoki〔1993,1995〕 の 研究が ある。 そ こでは,与 え られた観察

値(個 々の職場 にかかわ る個別外生変数 とすべての職場 にかかわ るシステみ外

生変数)を 最 適 な水準 で事前 に企 業が調整 す る組織 形態 を,古 典的 ヒエ ラル

キー と定義 してい る。言い換 えれば,各 職場に情報処理能力 を持た ない従業員

が存在 して,企 業が従業員 に一方的な命 令をするよ うな組織 と考 えて もよい。

.ま た,Cremer〔1990〕 のundifferentiatedinfo㎜ation組 織 形 態 を情 報 同化 シ

ステム と呼 んでい る。 この二つの システ ムの対極 として,各 職場 に関す るシス

テム外生変数 とそれぞれの従業員の観察結果 が異 なる システムを,情 報 異化 シ

ステム と定義 してい る。 さらに彼は,個 々の職場 に関す る個別外生変数 とすべ

ての職場 にかかわ るシステム外 生変数め双方 を観察 して,そ の情報 を もとに従

業員 が企業の期待利潤 を最大化 してい く組織形態 を水平的 ヒエ ラルキー として

いる。実際,日 本の 自動車産業内では,外 部環境 の変化 に対応す るため,組 織

下位部分 の職場で情報共有 に基 づ く水平 的コーデ ィネーシ ョンが行われ る組織

形態が とられて きた。例えば,新 製品の開発や製 品市場の状況 に関す る情報 を

系列 とい うネ ッ トワー クを通 じて共有す る。 そ して,実 際 の作業現場 では,生

産工程 のスムーズな流れを維持す るのため,共 有 された情報 に基づいて水 平的

コーデ ィネー シ ョンが行われる。つ ま り,職 場 間の補完性が増大 してい けば,

完 全 的分権的 ヒエ ラルキーによ って得 られ る専 門化の メ リッ トを犠牲 に してで

も,水 平 的 ヒエ ラル キーが 情 報伝 達 構 造 か らみ て優 位.に な りえ る。Aoki

〔1995〕 は,情 報構造 を背景 とした 日本企業での組織構造 の変化 は,「 情報 同化

7>Prat〔1996〕 は,情 報獲得のためのコストまで考慮した情報構造の比較を行った。彼の結論で

は,も し企業の期待利潤関数が5upermodular〔submodu[at)な ら,情 報同化システム(情 報黒

化システム)が 効皐的になることが証明された。これは,各 職場間に補完性が存在すれば,
Cremer〔1990〕 やAoki〔1995〕 の結論に対応していると考えられる。
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システム,水 平的 ヒエ ラルキー」 とい う組み合わせで進化 し,他 方,ア メ リカ

で は 「情報異化 システム,分 権 的 ヒエ ラルキー」 とい う組 み合わせで進化 して

きた と論 じてい る。 このよ うな複数の進化の可能性 は,そ れぞれの組み合わせ

における各個人の技 能形成 に依存 して異 なる戦略選択 がなされ る ことによ って

生 じるとい うことをAokiは 示 している。

3.不 完備契約アプローチ(incompletecontractsapproach)

契 約 が不完備であ る場合,契 約 を補完す る何 らかの メカニズムが必 要になる.。

不完備契約 に基づ く理論 か ら得 られる 日本企業 のイ ンプ リケー シ ョンを以下 に

考察す る。

標準 的なエー ジェ ンシー.理論 では,利 用可能 な情報 はす べて利 用すべ きで

あった。 しか し,現 実には,あ えてすべ ての情報 を利用 しない場合が しば しば

起 こる。例 えば,あ る部下にすで に割 り当てられた職務 について,す べての情

報 を企業 はあえて観察 しない ことがある。 このよ うに,従 業員の働 きぶ りにつ

いての情報が コス トをか けて把握 で きた として も,企 業 はそ の従業員 に対 して

情報 を得 るとい うコ ミソトメン トを しない可能性が ある。 なぜ なら,従 業員は

情 報観察 の コス ト(例 えば,モ ニ タリングコ ス ト)が..卜 分 大 きくな るこ とを

知 っているとすれば,情 報収集に関 して信頼で きるコ ミッ ト.メン トがで きな く

なるか らで ある。その結果,従 業員の職務 に対す る インセ ンチ ィヴは低下す る。

しか しなが らこの状況での情報 コス トは,的 確 に従業員 の働 きぶ りを観察す る

こ.とか ら くるイ ンセンチ ィヴ増進の便益 を上 回るか もしれ ない。 この ような場

合,あ えて情報 を獲得 しにく くす るために,企 業の方 は従業員 に対 して一定の

距 離(arm'slengthrelationship)を 保 とうとす るイ ンセ ンチィヴが存在す る

[Cremer,.1995a〕 。 この理論的示唆 に対応す る もの と して,日 本企業 において

は職場 の問題 を自主的 に処理 してい く方式 と,職 場 間の調整 に各職場が相互 に

かかわ りあ う方式 の.二つ が統合 され てい く傾 向が強 い とい うAoki〔1988〕 の

指摘が ある。例 えば,カ ンパ ン ・システム といわれている システムは,中 央で
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立 て られ る一定期 間の生産計画 と枠組み を与 えるだ けであ る。そ して,必 要 と

され る前工程 の組付 け部品が,必 要 な時,必 要 な量だ け生産 ライ ンに到着 しな

ければ ならない。 これ によって生産 の微調整が.スムー ズに実行 されてい ること

で ある。 このカ ンパ ン方式 はサプ ライヤーによって出荷 され る不良品を減少さ

せ るよ うな製品の質の改善に も役 に立つ 〔Cre皿er,1995b〕 。

V制 度的補完性 として日本企業

従業員が,職 場を取 り巻 く技術変化に積極的に対応 し協力活動が相対的に頻

繁に行われるとい う点と,従 業員による生産性の改善のための自発的なアイデ

ア提案がよく行われるという点が日本の企業 システムの大 きな成功の原因だと

言われている。この原因をインセンチィヴや情報処理能力の見地から制度的補

完性 としていかに説明できるかを試みるのが この節の 目的である。

まず簡単なロジックを考えてみよう。企業内のある従業員が生産コス トを節

約で・きる機械装置を考案 したとしよう。彼はその発明が企業にどのような利益

をもたらすか分か らない とする。そうすると,従 業員が直接にこのアイデアを

売買することは困難になる。 もしも企業が新 しい機械装置による生産プロセス

を採用するならば,生 産コス ト減少の効果は労働力の節約につなが り,従 業員

の古い技能を必要としなくなる。従って,従 業員は自分のアイデアを企業に公

表せずに,保 有し続けるインセンチ～ヴが生じる。しかし,日 本の企業での作

業改善の提案(情 報の交換,情 報処理)は 下層職場℃よく行われる。生産性を

高めるような技術変化に対 しては,技 能蓄積によって積極的に取 り入れようと

するインセンチィヴも存在する。これはいかなる理由からであろう.か。

一時的な従業員と長期間の従業員が存在するとしよう。企業内で複数の技能

を身につけるためにはコス トがかかるはずである。企業がそのコス トの高さに

応 じて賃金を与えることがで きるとする,一 時的な従業員も複数の技能を身に

つけようとする。その結果,均 衡ではすべての従業員が複数の技能を獲得 して

高い賃金が設定される。ある一つの技能に技術変化が生 じても,従 業員が複数
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の技 能を持つ均衡で は技術変化 を企業が導入 した として も,従 業員 は複数 の技

能 を選好 してい るか ら何 の損 も生 じない 〔CarmichealandMacLeod,1993〕 。

Zweibel〔1995〕 は,従 業員 の能力にかかわ る不確実性 に対 して相対 業績評価

が適応 され れば,従 業員の評価が よ り的確 に観 察で きるので,横 並 び行動 を示甚:

婁i.す 場 合が ある ことを明 らか に した。外 部市場 の期待 能力水準 を所与 と して,能

力 が高 い従業員 と低い従業員それぞれは 自分 の評判 を高 めようと し,他 の従業

員 と区別 されたいがため に,新 しい技術 変化に素早 く反応 し,そ れ を受 け入れ

ようとす る。 しか し,能 力が中間領域 にある平均 的な従業員 にとって は,外 部

市場が彼 らの能力 を正確に判断 して くれるので過去 に遂行 してきた技術 を維持

しよ うとす る.インセ ンチ ィヴが生 じる。 しか し,技 術変化の価値があ る臨界点

を過 ぎると,す べての従 業員が新 しい技術変化 を導入 しようとして横並び行動

が生 じる。 この結果,従 業員は技術変化 に対 して潜在的 な便益があ る限 り,自

分 に とって足 りない技 能を もっと身につ けようとす る。そ うす ると,企 業は職

場 間の異動 を容易に設定で きるよ うになる。 日本の場合,一 企業 に勤務す ると

い う意味は,必 ず しも...一定 の職場 で長期 間仕事 を続 けるとい うことではない。

労働市場が流動的でない 日本 では,組 織内部で よ く異動す る。ただ し,そ の異

動の領域が企業内,あ るいはその企業 の関連会社,.了 会 社に限定 され ることが

多い。浅沼 〔1994)は 複.合関係 的契約一 時 間的 に見て関連のあ る複数の,そ れ

ぞれ単純的契約で管理されている雇用関係 を,全 体 として考 える契約枠組 み一

とい う概 念を用 いて,日 本 のブルーカラーの従業員 も職務割 り当てを経験 し,

昇 進速度の分化 も見 いだ され ることを主張 してい る。つ ま り,雇 用 関係が持続

される中で,職 務遂行 による学習や企業内訓練 に基づいて付加 される内部 開発

技 能が,複 合関係 的契約 において大 きな役 割を果た している とい うので ある。

さ らに,Koike〔1989,1994〕 の 一連 の実証研 究が 強調 してい る点 は,長 期間

の雇用,職 場 間の異動 に見 られ るような 日本の企業 の幅広 い作業経験 は熟練の

形成 に役立つ ということであ る。そ して,こ の幅広 い作業経験 は変化す る市場

状況 あるいは異常の事態 に適応す る職場 の能力 を向上 させ ることになる。 この
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よ う に従業員の熟練 が蓄積 され るよ うになると,ト ップ経営者 は下部組織 に責

任 を委 譲で きる。長期 的な観点か ら,生 産工程で は従業員 間で責任 を重複 させ,

よ り協力活動が促 され ることにな る。従 って,日 本 の企業 は,ミ クロ環境へ対

応 で きる,局 所的水平調整 的 なbottomupの 情 報収集 の組織形態 を持つ こ と

になる。

職場 間の異動な どによ って従業員 間または上司 と部下間の コ ミュニケーシ ョ

ン費用がかか ると,共 謀 の阻止 費用が節約され る。 このよ うな場合
,職 場 の上.

司 に権 限 を委 譲す る分権 化組織 が優位 にな る 〔LaffontandMartmort,1995〕 。

さ らに,情 報処理 において コ ミュニ ケー シ ョン費用 の減少 のために,上 部 の経

営.者が作業現場の情報 を収集せずに生産単位 の.ヒ司に権限委譲す ることによっ

て,モ ニ タリング費用 も節約 で きる呂}。このよ うな観点か ら日本企 業のチー ム

生産制度 は,職 場間の異動 による従 業員 の共謀防止 ・主観的業績評価の減少 と

幅広い技能蓄積による情報処理 能力 の向hを 通 じて効率的 なシステ ムとして機

能す る ことが で きるので ある%し たが って,日 本企業 の組織 は作 業現場の上

司に権限が集権化 され,情 報処理能力の見地では意思 決定 が分権化 され てい る

とい う形 になっていてその意味で制度的補完性が ある といえよ う。 さらに,コ

ミュニケーシ ョン費用 を考慮 した上,同 じ情報 を何人かの部下 に伝 えるよ りは,

あ る指定 され ていた部 下 に伝 えた方 が望 ま しい場 合が あ る。BoltonandDe-

watripont〔1994〕 は企 業組織 の ネ ッ トワ」クの設定 を所 与す る と,コ ミュニ

ケー シ ョン費用が 減少す るにつれ,情 報処 理の見地 か らは,各 職場の単位 は専

門化 され た方が よいと主張 してい る。部下に職務 を委譲す る とい うの は上司の

職務が過負担 になってい る場 合 に限 る。 ζの考 え方で は従業員の配置転換な ど

.に よるコ冬 トは前提 とせず,あ る従業 員の職務 は次の段階で も同 じである。そ

のため,情 報の伝達過程で はコ ミュニケーシ ョン費用を節約で きる。 しか し,

8)権 限委譲 をコ ミットメン トの装置 として考えるイ ンセ ンチ ィヴ理論 は,権 限委譲 の形態が内生

的に決 まる形で分析 を行 ってい る 〔AghionandTirole,1997〕 。

9)従 業員の職務間の異動における 日本企 業モデルはCh。i〔1997〕 を参考 され たい。
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日本 の企業 のよ うに入社 した後,関 連 あ る職務 を経験 しなが ら昇進 してい くな

らば,各 鉦業員 ・上司 間にはコ ミュニケー シ ョン費用が高 まるはずであ り,も

しそ うで あれば,専 門化 させ ない方がむ しろ望 ま しいか もしれ ない。

VI研 究 課 題

ここ数年,日 本的雇用慣行の変化を取 り上げた議論が盛んである。例えば,

年俸制の導入,専 門化による転職の増加などの日本の労働市場の枠組を企業,

産業内外で変革していかなければならないとい う議論である。 しか し,ど の制

度をどのように改めるのか。制度的補完性 という.見地から変革の度合～・は,日

本企業を取 り巻 く環境に対して体系的に行われるべ きであろう。言い換えれば,

情報処理 というチーム生産アプローチと従業員におけるインセンチィヴのアブ.

ローチが両立可能であるという理論的な枠組が未だに未成熟であり,そ ういっ

た理論的モデルが 日本企業の効率性を評価する場合に必要となる。それによっ

てゴ日本企業の実態が明確に分析できると思われる。
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